国家公務員の給与の改定および臨時特例に関する法律案への対応について
１　若干の経過と情勢
（１）給与臨時特例法案と関連４法案は同時成立をめざすと政府との確認
①　2011年６月３日に第177通常国会へ提出された国家公務員の給与臨時特例法案は、５月段階に政府と公務員連絡会が自律的労使関係制度の先取りとした意味を踏まえて、未曾有の被害をもたらした東日本大震災や福島第一原発事故からの早期の復旧・復興に寄与することで、労働組合としては苦渋の判断の上に国家公務員の給与を2014年３月まで平均で7.8％引き下げることを合意してきました。
②　同時に国家公務員制度改革基本法についても、2008年６月に成立した国家公務員制度改革基本法によると、３年以内に法整備の見直しを行うこととされていたために、国家公務員制度改革関連４法案としてこの臨時特例法案と同時に国会へ提出されました。これらの法案の取り扱いについては、連合・公務労協と政府との間では、人勧制度があるにもかかわらず労使の話し合いにより削減内容の合意にいたる経過を踏まえると、「同時に成立する」ことが当然の約束として確認されました。
③　しかし、参議院が与野党逆転というねじれ国会の中でこの二つの法案は審議すら入れず、店ざらしとされる事態が５ヶ月間にわたって続きました。
（２）2011人事院勧告は実施見送りで閣議決定
①　その後、９月30日に2011人事院勧告が出され、俸給表は0.23％のマイナス改定や給与構造改革の現給保障制度の２年間での廃止とする内容でした。このような勧告に対し、政府は給与臨時特例法案に内包されているという見解に立って、10月28日には2011人事院勧告の実施を見送る閣議決定を行い、各地方自治体に対して、地公法務員法の趣旨に則って給与を決定することを総務副大臣通知として流すなどの取り扱いがなされました。
②　地方自治体においては、こうした条件を踏まえて2011賃金確定期のたたかいを進め、各単組の交渉の成果として、独自削減を実施中の自治体においては人事院勧告の不実施、現給保障制度の継続協議などの成果を勝ち取ってきた経過にあります。
（３）第179臨時国会へ自公が修正案を国会へ提出
しかし、第179臨時国会において、会期末の迫った12月7日、自民党と公明党が協働して、2011人事院勧告の実施を含めて、平均で7.8％減額する内容の法案を提出し、地方自治体への波及問題については、「政府は地方公共団体に対し、地方公務員の給与に関し、準じた措置を講ずるよう要請するとともに、助言その他必要な対応を行うものとする」という内容となっていました。その後、政府の閣議決定内容とこうした野党側の法案内容をめぐって、国会審議をめぐる与野党の調整が12月から２月中旬にかけて行われてきたところです。
（４）臨時特例法案については３党合意で自公案をベースに検討
①　１月25日には３党合意との見出しでマスコミ報道があり、その段階では連合・公務労協に対して一切相談がなく与野党の政調会長レベルでの合意文書が一度交わされましたが、連合側は強く民主党に対し抗議を申し入れ、一端白紙となりましたが、臨時特例法案の審議の期限が迫った２月17日になって、改めて３党合意がなされ、国家公務員の給与問題については、これを持って一定決着がはかられることとなりました。
②　この３党合意の内容はⅰ）2011人事院勧告を実施、さらに7.8％まで国家公務員の給与削減を深堀りするため、自民党・公明党共同提出の「一般職の国家公務員の給与の改定及び臨時特例等に関する法律案」を基本とする、ⅱ）地方公務員の給与については、地方公務員法及び「臨時特例法案」の趣旨を踏まえ、各地方公共団体での対応のあり方について、国会審議を通じて合意を得る、ⅲ）「関連四法案」については、審議入りと合意形成に向けての環境整備をはかる、等としていました。
③　こうした内容に対して公務労協は、「昨年５月時点での苦渋の決断だった労使合意を踏まえれば極めて遺憾」「３党政調会長合意に先立って、民主党幹事長と連合会長との会談がもたれ、民主党が関連４法案や地公の制度改革法案の成立に全力を尽くすという決意が示されたこと等を踏まえ、連合・公務労協は３党合意を受け止める」との声明を出し、自治労もそれを了とすることとしました。
（５）衆議院では法案の付帯決議は附則第12条により対応
①　また、自民党は引き続き地方公務員への波及を目論み、付帯決議などにより地方公務員の人件費削減を狙った対応を取りましたが、全国知事会などの行政団体からの強い反発もあって、三党協議において、最終的に法案の附則第12条に「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」という内容を盛り込み審議に入りました。衆議院においては、総務委員会・本会議とも法律の趣旨説明を受け、地公への影響については特に主だった議論は行わないで賛成多数で法案を通過させてきています。
②　附則第12条この内容と12月７日自公両党共同提出の法案の補則を比較した時に、ⅰ）規定の主体が、「政府」から「地方公共団体」に変わっている、ⅱ）政府の措置が、「要請」と「助言その他必要な対応」とされていたものが削除されている、ⅲ）求められまたは期待されていることが「準じた措置」から「この法律の趣旨」に変わっている。ことなどにより、民主党は政治的な判断として修正案に賛成したものと考えられます。
（６）公務員連絡会、春季要求書提出の際に総務大臣の姿勢を質す
  　公務員連絡会は２月24日総務大臣に対して2012春闘期における要求書を提出しましたが、その際に、こうした動きを受けて、「国家公務員の給与について国会での審議が進んでいるが、昨年５月23日の片山前総務大臣との間の労使合意に照らして、国家公務員給与に係る今般の三党間の決着は、極めて残念であると申し上げざるをえない。私たちは真剣な議論をして、今日の政治情勢、そして何より一刻も早い東日本大震災の復旧・復興のため、今回の措置について受けとめる決意を固めている。現在の総務大臣の認識を伺いたい」と回答を求めました。これに対し、川端総務大臣は「厳しい政治情勢のもと、大変な苦難をおかけした。苦渋の判断に心から敬意を表する。政府としては、労使合意が極めて重たいものであるという認識のもと、公務員連絡会の理解を得るよう努めて参りたい」との回答が示されているところです。
（７）参議院の審議において政府は地公への影響遮断を答弁
　　２月28日に参議院総務委員会において審議が行われ、民主党からは自治労組織内の江﨑参議院議員が質問に立ち、附則第12条の内容について、地方自治体が小泉構造改革によってこの間取られてきた措置の全容や地方分権が一定定着しつつあるなかで国家公務員の取り扱いを地方公務員へ波及させることができない法体系であることを指摘し、総務大臣の見解を質しました。総務大臣は、「国家公務員の取り扱いを地方へ要請することはできないし、昨年６月時点での政府の考え方と変わりがない」と答弁し、基本的には地方公務員法の趣旨に則って地方自治体職員の給与は決定するとともに、地公への影響を遮断するとしたこれまでの基本姿勢は政府として堅持していることを明らかにしました。そして、参議院では、29日午前、本会議において賛成多数で可決し法案は成立しました。
（８）総務省、副大臣通知を29日に発出し、各自治体へ周知
　①　また、法律の成立を受けて総務省は、２月29日夜、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」の公布に関わって、副大臣通知を発出しました（別紙）。なお、この中で地方公務員の給与については、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的にかつ適切に対応されるよう期待いたします。」とされています。
②　この文書については、国家公務員給与の取り扱いを「要請する」と表現ではなく、「期待する」との表現に止めており、参議院総務委員会の総務大臣答弁を踏まえたものと押さえておく必要があります。また、2012年度においては地方交付税や義務教育国庫負担金への影響はないものと考えられます。さらに、全国知事会をはじめとする地方六団体は「国が地方に対し給与削減を実質的に強制することは、附則第12条の立法の経緯を踏まえれば、決してあってはならない」と共同声明を発表しています。
③　なお、この文書の取り扱いについて、道本部としては３月６日の春闘期の道市町村課との交渉において、各自治体に対して国家公務員が取った措置を強制しないように厳しく対応する予定です。
（９）関連４法案の取り扱いは政府民主党の成立に向けた決意表明
　　このような国家公務員の給与の取り扱いを踏まえて、その一方で同時成立をめざすとしていた関連四法案の審議入りについて、確認はされているものの、成立に向けては明確な方向が示されていないのが現時点での大きな課題です。自治労本部・公務労協に対しては、早急に成立に向けた目途を立つような対策の強化を求めなくてはなりません。
（10）地方公務員への自律的労使関係制度の措置について
①　地方公務員の取り扱いについては、６月２日に総務省の考え方が示されて以降、全国知事会等の行政団体から意見書などは総務省へ出されたものの、国公の関連４法案の取り扱いが全く動かない情勢を受け、2011年11月まで具体的な協議は進みませんでした。その後、民主党の「公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ役員会」が受け皿となって、全国知事会や市長会、町村会等の地方六団体と総務省、連合・公務労協が一同に会した議論する場が設けられ、２月３日までに３回の会合がもたれてきています。
②　全国知事会や市長会、町村会等は地方公務員への自律的労使関係制度の措置については、「そもそも論」の域を超えず、７月から８月にかけて総務省に対して提出された意見書の内容を繰り返す議論となっています。総務省公務員部からは12月26日の第2回会合において「地方公務員の新たな労使関係制度に係る主な論点」が示され、行政団体から示されている懸念に対して、一定の総務省としての考え方が示されました。さらに、２月３日の第３回会合においては、その内容を議論しましたが、地方六団体の意見はこれまでの懸念を再度述べるに止まり、全体的に合意を得るには相当な時間を要する模様です。
③　こうした議論の現状はありますが、国家公務員の関連四法案の審議入りを見据えて、地方公務員の関連法案について、現時点でのスケジュールにおいては、３月中下旬には政府で閣議決定、国会へ提出される運びとなっています。また、消防職員の団結権の措置等について、すでに2011年６月11日時点での政府と連合との政労会見によって、団結権の措置への姿勢が示されているものの、その後、行政団体等の後ろ向きな意見も出されるなど、明確な形では方向は示されていないことから、地公の関連法案に必ず盛り込ませる対策が必要となっているところです。
２　３党合意と「給与の改定及び臨時特例に関する法律案」の問題点
（１）３党合意の課題について
①　３党合意の詳細は、①2011年度人事院勧告実施により削減される0.23％を含み、総計で平均7.8％の年間給与の減額、②現給保障については2014年３月末まで経過措置を延長。ただし、その間の現給保障額の自然減（退職等）に対応し、（若年層について）2012年４月、2013年４月、2014年４月に昇給回復を実施、③関連４法案については、国家公務員制度改革基本法の趣旨を踏まえ、審議入りと合意形成に向けての環境整備をはかる、などとなっています。
②　特に３党合意の課題としては、第一に「東日本大震災への対応として、10万人を超える体制で対処した自衛官等の労苦に特段の配慮をする」としていることです。十分な安全が確保されない状況のもと、多くの公務員がその復旧・復興の作業に今なお最前線で従事しており、自衛官を特別視し優遇する措置については、納得のいくものではありません。第二に、地方公務員の給与についての言及について、国公の給与削減の趣旨を踏まえ、「各地方公共団体での対応のあり方について、国会審議を通じて合意を得る」としていますが、附則第12条の追加によって意味不明な内容となって合意されたものの、国公における給与削減と同様の措置を地公に強制することは、国と自治体が対等な関係にあることを大前提とする現行法制度のもとで断じて認められるものではありません。
③　そして、2011年度人事院勧告の実施をめぐる措置は、あくまで国公独自の課題であり、「地方交付税の交付に当たり、特定の支出の削減を義務付けることはできない」「国家公務員給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは考えていない」と2011年６月３日に閣議決定していること、また、政府閣僚が繰り返し答弁していることからも地方公務員へ影響と与えることがあってはならないと考えます。
（２）給与の改定及び臨時特例に関する法律案の概要と課題
①　給与改定及び臨時特例に関する法律案の概要は別紙のとおりですが、これは、６月に政府が提出した給与臨時特例法案を審議未了廃案とする一方で、民主・自民・公明の三党から選出された議員が共同で国会へ提出するというこれまでにない形態で国会へ提出され審議が行われることとなり、今後の自律的労使関係制度措置へ課題を残す手続きとなりました。
②　また、2011人事院勧告の実施にあたって、2011年度の年間給与の制度調整を年度が明けた６月の期末手当で実施することは「不利益不遡及の原則」に抵触しないかどうか、また、一般的な給与法とは異なって臨時特例法の形態を取っているために、法律の構成自体が突貫工事的な論立てで理論構成されており、いざ、給与の減額を行う際に矛盾が生じないものかどうか専門的な観点からの検討も必要です。いずれにしてもこのような取り扱いを前例としない対策も必要です。
３　自治労北海道本部の臨時特例法に対する対応について
以上のような経過と情勢、さらに課題を踏まえ、各自治体における３月議会等に対する取り組みについて以下のとおりとします。
（１）2011確定闘争では、国における「人勧実施のための給与法改正を行わない」との閣議決定を理由に賃金改定が見送りとなった単組や、「年間調整を実施しない」とした単組が相当数出てきています。今回の国の給与法改正に合わせ、残念ながら３月議会にむけて給与改定や新たな給与削減、年間給与の制度調整の実施等の動きが一部の自治体で出てきています。そこで、こうした当局の動きに対しては、下記の考え方のもと、「2011年度の給与については労使合意によりすでに決着している」との立場で臨みます。
①　今回の国公における給与削減は、むしろこの間の地方における独自カットをならったものであり、地方三団体を始め、多くの地方関係者が「地方への押し付け」に強く反対していること。
②　政府もまた、昨年６月３日の閣議決定および臨時特例法案の審議における政府答弁（上述）など、交付税の削減措置を含めた「地方への波及」を想定していないこと。
③　臨時特例法案附則第12条にある「この法律の趣旨」とは、文字通り、「東日本大震災に対処するための、国家公務員の人件費削減」にあり、各自治体がこの法律に合わせた独自の給与カットを行ったとしても、それは何ら復旧・復興には寄与しない、「悪乗り」でしかないこと。
（２）年間給与の制度調整については、国では「2012年６月の期末手当での調整」とされていますが、そもそも人勧は当年４月段階の官民比較に基づくものであり、過去の裁判例で東京高裁が「勧告後の期末手当を対象として４月からの１年間で均衡を採るように措置をする方法は相当」との見解を示しているように、あくまでも年度内（４月～３月）において調整することが想定されています。そのため、年度を超えた調整は退職者との不均衡を生じさせることからも認められません。
（３）また、一部の単組で３月の月例給で調整が行われる可能性も考えられますが、年間給与の制度調整は通常、減額の負担を軽減するために月例給ではなく特別給で実施されていることを踏まえ、調整を実施させない取り組みを行います。
（４）給与構造改革に伴う現給保障については、今回の給与法改正においても2014年３月まで継続されることとなりました。このことを踏まえ、2011確定闘争において継続協議となっている単組においては、現給保障の継続にむけた取り組みを強化します。また、昇給号俸の抑制措置の回復については、現給保障制度の廃止がなくとも、2012年４月、2013年４月において一部回復させることとしていますので、現給保障の自然減に対応した原資の配分についても確実に実施するよう求めます。
（５）また、同時に特別交付税やラス指数対策など引き続き自治労に結集して対応します。
（６）なお、単組段階における当局側の動きについては、逐次、道本部・各地方本部が連携して情報収集に努め、賃金確定期の交渉結果を反故にするような動きがある場合は、厳しく対応していくこととします。
４　「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」の取扱いに関する要請行動の実施について
　今回の事態を受け、道本部は北海道市長会・町村会に対して、以下の要領で要請行動を実施することとします。また、各地方本部においては、振興局管内町村会に対して、同様な要請行動を実施することとします。
（１）要請主体等
　　①　振興局管内町村会　　　　　各地方本部
　　②　北海道市長会・町村会　　　道本部
（２）要請文案（別記のとおり）
　●　「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」による国家公務員の給与削減を理由とした給与削減を行わないこと。
　●　地方公務員の給与について、国家公務員の給与削減と同様の措置の実施を求めることのないよう、政府関連省庁に働きかけること。
（３）取り組み期間
　　３月９日を目途になるべく早期の時期に実施。
年　　月　　日
北海道市（町村）長会長
○　○　○　○　　様
自治労北海道本部
執行委員長　山　上　　　潔
○○振興局管内町村会会長
　　　○　○　○　○　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労○○地方本部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　○　○　○　○
「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」の取り扱いに関する要請
地方分権の推進、地方自治の充実・発展にむけて、昼夜を分かたず、地域の発展、地域住民の福祉の向上にむけて努力されている貴職に対し、心より敬意を表します。
さて、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」が2月23日に衆議院で可決し、29日の参議院本会議で可決・成立しました。この法律の附則第12条には、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」と定められました。このことにより今後、地方交付税や義務教育費国庫負担金の減額などにより、国家公務員給与削減に連動させる形で地方公務員の給与削減を行う可能性が強まりました。
しかし、地方はこれまで都道府県全体で２兆円を超える独自カットを行い、職員数も18％削減（国は3％）するなど国を大きく上回る行政改革を行っています。各地方自治体においても市町村合併後の財政難により独自で職員の賃金削減を複数年実施し、集中改革プラン等による人員削減も進んでおり、今回の国における人件費削減の動きは地方を追いかけるものです。
また、地方公務員の給与は、人事委員会勧告や財政の状況等を踏まえ、それぞれの地方公共団体の条例により決定されるものであり、国家公務員給与と当然に連動するかのような考え方は、政府が掲げる地域主権改革の理念に反するものといえます。
さらに、地方交付税や義務教育費国庫負担金の算定に用いる地方公務員の給与については、各人事委員会の勧告等を反映した給与水準を基本とすべきであり、時限の特例法に基づく国家公務員給与の削減後の額を基準とすることは不適当であると考えます。
つきましては、「地域主権」を推進し、地域における独自の取り組みを拡充するとともに、不交付団体や小規模市町村など市町村間に格差を発生させないためにも、下記の事項を踏まえて対応されるよう要請いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」による国家公務員の給与削減を理由とした給与削減を行わないこと。
２　地方公務員の給与について、国家公務員の給与削減と同様の措置の実施を求めることのないよう、政府関連省庁に働きかけること。
国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案の概要
１．２０１１年度人勧の実施（公布の日の翌月初日から施行～年間給与の制度調整実施）　
（１）月例給与を平均△０．２３％引き下げ（2011人事院勧告どおり）
※　現給保障措置対象者の給与額＝現給保障額に対し99.10%をかけた金額を支給
（２）経過措置（現給保障）の廃止及び昇給回復措置は２０１４年４月に一度に実施するが、昇給回復措置については、２０１２年４月及び２０１３年４月、２０１４年４月に経過措置所要額の自然減に対応した昇給回復を実施。
※　２０１４年４月＝３８歳未満＝最大３号俸、３８歳以上４４歳未満＝　最大２号俸回復
（３）年間給与の制度調整は、①と②の合算額を２０１２年６月期末手当から控除する。
①　2011年４月の給与支給額（官民比較対象給与項目の合計額－寒冷地手当除外）に調整率（0.37％）を乗じて得た額に、改正法施行の前月までの月数を乗じて得た額（俸給表の改定が３月の場合は11、４月の場合は12をかける）
②　６月及び１２月に支給された一時金総額に調整率（0.37％）を乗じて得た額
※　調整対象者は俸給表のマイナス改定がある者と現給保障措置がとられている者
（４）５５歳を超える職員（行（一）６級相当以上）の減額支給等
５５歳に達した日後における最初の４月１日以降の俸給月額は、俸給月額に１．５％を乗じて得た額を減じた額（地域手当、広域異動手当、期末・勤勉手当等も同様）
また、現給保障を受ける者の俸給月額は、当該減給保障額に１．５％を乗じて得た額を減じた額
２．国家公務員給与の特例措置（２０１２年４月１日～２０１４年３月）
（１）俸給月額の減額
①　行（一）職俸給表　１０～７級　　△９．７７％
②　　　　　〃　　　　　６～３級　　△７．７７％
③　　　　　〃　　　　　２～１級　　△４．７７％
※　その他俸給表適用者は行（一）に準じた支給減額率
（２）俸給の特別調整額（管理職手当）の減額　　　一律△１０％
（３）地域手当の減額　　　　　①　俸給月額に係る分　（１）の減額率を適用
                              ②　俸給の特別調整額に係る分　一律△１０％
（４）広域異動手当の減額　　　①　俸給月額に係る分　（１）の減額率を適用
                              ②　俸給の特別調整額に係る分　一律△１０％
（５）期末・勤勉手当の減額　　　　　　　　　　　一律△９．７７％
（６）自衛隊職員の経過措置　　自衛隊の部隊および機関に勤務するものについて、６月を超えない範囲において政令で特別の定めをすることができる。
３．地方公務員への取り扱い
　　附則において、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」と標記。
４．法律の施行日
　　公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日の場合はその日）
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